
事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

46,127

事務事業名 新南陽ふれあいセンター管理運営事業費

～

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ 49.1 86.8

担当所属 新）地域政策課

指

標
活動指標

手　段

-

36474 -

目標値 人

基

本

情

報

人 36841 32122

7.00 8.00 8.00

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

50,863

事

業

概

要

対　象

地域住民をはじめとする市民

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

複合施設として、継続利用する施設であるが、築後30年を経過し、老朽化による建物・設備の修繕箇所が多く発生する可能性が高い。

(9,142 ) (11,075 ) (10,475 )
（人）

18,015 18,015

45,84543,144

正職員以外

45,060 48,773 55,556

0

75000 37000

(11,721 ) (12,201 )（事業費集計済分）

38,290

正職員

（人）正職員以外
2.00

166 219

14,522 14,310 16,337

1,750 2,709 4,402

18,015

4,890

9,142

8.00

2.50

8.00

改

革

案
引き続き施設を管理運営することで、生涯学習活動および地域住民による地域づくり活動を支援する。

改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ｂ

Ｂ

Ａ

Ｂ

Ａ

新型コロナウイルス感染防止のため施設利用定員の減少と利用控えが通年に渡ったため。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

生涯学習及び地域づくりの拠点として継続利用する。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

生涯学習及び地域づくりの拠点として継続利用する。

環

境

変

化

等

平成30年度に教育部から新南陽総合支所に移管し、市民センターと同様の業務を行う施設とした。

複合施設として、地域を含む広域的な学習活動及び地域住民による地域づくり活動が行われてきた。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み
評

価

総

合

評

価

生涯学習活動および地域住民による地域づくり活動が行われており、引き続き施設を管理運営

する。９．類似事業との統合・代替の検討

Ｂ

効

率

性

Ｂ

評価の理由

現状の周辺環境

生涯学習の推進及び活発な地域づくり活動が行われている。１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

図書館、トレセン、プールを除いた利用者数 56000

実績値

98.6

学びの場として、文化・スポーツ・コミュニティ・趣味等の市民活動を支援することにより、生涯学習の推進及び活発な市民交流による地域活性化を図る。

学びの場として、文化・スポーツ・コミュニティ・趣味等の市民活動を支援することにより、生涯学習の推進及び活発な市民交流による地域活性化に繋がる。

人

員

コ

ス

ト

1,882

特

定

財

源

0

0 0 0 0

14,310 16,337

1,200 46,600

0

291

11,075

2.50

14,522

1,208 1,370

45,588 95,979

0 0 0

総合戦略

・新南陽ふれあいセンターの施設管理及び運営　・多目的ホールをはじめとする貸館・福川図書館・武道館・市民センター等の複合施設として運営

R4年度実績 R5年度見込

令和５年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和４年度実績

２生涯学習・人権

１　生涯学習の推進

１　生涯学習推進体制の充実

37000

指標名 単位 R2年度実績 R3年度実績

基本施策

トータルコスト

平成３１年度 決算 令和２年度 決算 令和３年度 決算 令和４年度 決算 令和５年度 予算

60,110 110,289 61,397 66,788 73,571

0

18,015

2.00 2.30

10,475 11,721 12,201

Ａ

Ｂ

Ａ



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

9,960

事務事業名 新南陽総合支所管理運営事業費

～ 永年

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ 100.0 100.0

担当所属 新）地域政策課

指

標
活動指標

手　段

-

100 -

目標値 ％

基

本

情

報

％ 100 100

0.00 0.00 0.00

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

12,915

事

業

概

要

対　象

市民

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

新たな新南陽総合支所は令和6年度中に供用開始予定

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

7,206 721

11,42010,330

正職員以外

10,361 11,429 12,923

0

100 100

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

10,224

正職員

（人）正職員以外
1.03

0 0

7,479 8,228 8,311

31 9 8

721

99

0

0.00

1.00

0.00

改

革

案
市民の利便性が向上する。

改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ａ

Ｂ

Ａ

Ａ

Ａ

庁舎を適切に管理することは、市民サービスに必要であり、有効である

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト削減

令和６年度中に新庁舎を完成させ、移転する予定である。

環

境

変

化

等

西消防署の建設に伴い、平成30年8月13日からイオンタウン周南内の仮庁舎で業務を行っている。

２市２町の合併により、平成15年4月21日より新南陽総合支所として業務を開始した。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み
評

価

総

合

評

価

仮庁舎で最低限の経費で運営しており、効率的である。

９．類似事業との統合・代替の検討

Ａ

効

率

性

Ａ

評価の理由

現状の周辺環境

旧新南陽市を所管区域としてサービス提供しており、事務事業の目的は妥当である。１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

適正施設管理指数 100

実績値

100.0

旧新南陽市の区域を所管区域として、総合的な行政サービスを提供する。

市民の利便性の向上

人

員

コ

ス

ト

92

特

定

財

源

0

0 0 0 0

8,228 8,311

0 0

0

0

0

0.10

7,479

0 0

10,323 10,052

0 0 0

総合戦略

２課体制。来庁者にとって最も身近な行政窓口として、本庁との連携を綿密にとりつつサービスを提供する。

R4年度実績 R5年度見込

令和５年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和４年度実績

９都市経営

２　適正かつ透明な行政運営の推進

２　適正な事務執行の推進

100

指標名 単位 R2年度実績 R3年度実績

基本施策

トータルコスト

平成３１年度 決算 令和２年度 決算 令和３年度 決算 令和４年度 決算 令和５年度 予算

17,802 18,280 18,672 18,635 13,644

0

7,206

1.15 1.17

0 0 0

Ａ

Ａ

Ａ



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

0

事務事業名 新南陽総合支所整備事業費

～ 令和6年度

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ - 100.0

担当所属 新）地域政策課

指

標
活動指標

手　段

-

12 -

目標値 ％

基

本

情

報

％ 0 3

0.00 0.00 0.00

6,800 18,400

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

23,412

事

業

概

要

対　象

市民

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

新設市道が整備される。

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

5,044 6,485

6,54019

正職員以外

18,819 54,940 184,412

0

0 3

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

0

正職員

（人）正職員以外
0.00

12,000 30,000

0 0 3,552

0 0 0

6,485

0

0

0.00

0.70

0.00

改

革

案 改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

令和3年度に予定していた事業は全て完了した。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト増大

環

境

変

化

等

旧新南陽総合支所が解体され、西消防署が建設されている。

旧新南陽総合支所が解体され、西消防署が建設されている。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み
評

価

総

合

評

価

市が関与し施設整備を行う必要があるため、最適である。

９．類似事業との統合・代替の検討

Ａ

効

率

性

Ａ

評価の理由

現状の周辺環境

整備により、施設の利便性や安心・安全の確保を図るものであり妥当である。１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

進捗率 54

実績値

100.0

総合的な行政サービスの提供を行う地域の拠点施設。災害発生時の安心安全を守る防災拠点として、コンパクトで機能的な行政事務所を整備する。

市民の利便性の向上と防災機能の強化

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

69,000

0 0 0 0

0 3,552

0 0

0

92,000

0

0.90

0

0 0

0 0

0 0 0

該当 総合戦略

既存施設の解体及び新庁舎の建設

R4年度実績 R5年度見込

令和５年度

事業期間 令和3年度分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和４年度実績

９都市経営

２　適正かつ透明な行政運営の推進

２　適正な事務執行の推進

12

指標名 単位 R2年度実績 R3年度実績

基本施策

トータルコスト

平成３１年度 決算 令和２年度 決算 令和３年度 決算 令和４年度 決算 令和５年度 予算

0 0 22,371 59,984 190,897

0

5,044

0.00 0.50

0 0 0

Ａ

Ａ

Ａ



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

19,659

事務事業名 新南陽地区コミュニティセンター管理運営事業費

～

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ 66.6 63.4

担当所属 新）地域政策課

指

標
活動指標

手　段

-

34157 -

目標値 人

基

本

情

報

人 33312 28528

0.00 0.00 0.00

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

15,389

事

業

概

要

対　象

市民

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

令和5年4月時点、4館全てが法定耐用年数を超えていないが、今後、建物や設備の老朽化による修繕経費の増加が見込まれるので、施設点検を適宜実施し予防保全

に努める。

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

1,441 2,162

28,28527,965

正職員以外

27,973 28,293 18,395

0

50000 45000

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

17,500

正職員

（人）正職員以外
0.32

0 0

2,324 1,073 1,421

8 8 6

2,162

5

0

0.00

0.20

0.00

改

革

案
地域住民によるコミュニティ活動の活性化

改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ｂ

Ｂ

Ａ

Ａ

Ｂ

新型コロナウィルス感染防止のためと考えられる利用者の減少と利用控えが通年に渡ったため。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

地域コミュニティの活動拠点として継続利用する。市民センター化については検討する。

環

境

変

化

等

新南陽地区における地域住民のコミュニティ活動の場として定着している。

平成18年度から各地区運営協議会を指定管理者としている。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み
評

価

総

合

評

価

地域住民の交流施設として潤いのあるコミュニティ活動が行われており、引き続き施設を維持管

理するが、市民センター化することについて検討する。９．類似事業との統合・代替の検討

Ｂ

効

率

性

Ｃ

評価の理由

現状の周辺環境

地域住民の交流施設として潤いのあるコミュニティ活動が行われている。１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

年間利用者数 45000

実績値

75.9

地域住民の交流施設として、各地区におけるコミュニティ意識の醸成を図り、潤いのある地域社会を形成する。

地域住民の交流施設として、各地区におけるコミュニティ意識の醸成を図り、潤いのある地域社会が形成される。

人

員

コ

ス

ト

6

特

定

財

源

0

0 0 0 0

1,073 1,421

0 0

0

3,000

0

0.30

2,324

4,900 0

22,405 19,665

0 0 0

総合戦略

新南陽地区のコミュニティ醸成を図り、潤いのある地域づくりを推進することを目的に設置した富田東地区コミュニティセンター、地域交流センター、福川地区コ

ミュニティセンター、福川南地区コミュニティセンターを管理運営する。

R4年度実績 R5年度見込

令和５年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和４年度実績

３地域づくり

１　地域コミュニティの活性化

４　地域づくり推進体制の強化

45000

指標名 単位 R2年度実績 R3年度実績

基本施策

トータルコスト

平成３１年度 決算 令和２年度 決算 令和３年度 決算 令和４年度 決算 令和５年度 予算

24,729 20,738 29,394 29,734 20,557

0

1,441

0.15 0.20

0 0 0

Ａ

Ｃ

Ａ



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

3,399

事務事業名 西部市民交流センター管理事業費

～

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ 57.8 51.2

担当所属 新）地域政策課

指

標
活動指標

手　段

-

3137 -

目標値 人

基

本

情

報

人 3352 2303

2.00 2.00 0.00

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

998

事

業

概

要

対　象

市民

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

仮庁舎で運営している新南陽総合支所が、令和６年度中に新庁舎に移転する。

(2,556 ) (2,808 ) (0 )
（人）

1,441 1,441

6401,152

正職員以外

1,313 868 1,225

0

5800 4500

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

2,974

正職員

（人）正職員以外
0.15

8 194

1,089 1,073 1,421

153 34 219

1,441

45

2,556

0.00

0.20

0.00

改

革

案 改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ｂ

Ｂ

Ａ

Ｂ

Ａ

新型コロナウィルス感染防止のため行った臨時休館及び利用者の減少と利用控えが通年に渡っ

たため。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

当面は現状を維持するが、周辺公共施設の配置や利用状況を勘案し、統廃合を含め、施設のあり方を検討する。

環

境

変

化

等

・平成27年4月から平成30年1月まで施設内に「周南市市民活動支援センター」を配置（平成30年2月に徳山駅前賑わい交流施設に移転）。平成27年に周南市学

び・交流プラザが近隣にオープンした。令和3年8月にシルバー人材センターが入室した。常駐での職員の配置を廃止した。

本施設は、市民活動の推進、市民交流の促進、児童の健全育成及び福祉の増進を目的に設置

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み
評

価

総

合

評

価

常駐職員の廃止など、事業内容については適宜見直してきた。令和４度に改訂した施設分類

別計画では、今後の施設の方向性を「統廃合を検討」としており、利用状況等を踏まえ、施設

のあり方を検討する。
９．類似事業との統合・代替の検討

Ｂ

効

率

性

Ｃ

評価の理由

現状の周辺環境

市民交流の推進、児童の育成及び福祉の増進を図る活動が行われている。１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

年間利用者数 4500

実績値

69.7

市民交流の促進、児童の健全育成及び福祉の増進

市民交流の促進、児童の健全育成及び福祉の増進

人

員

コ

ス

ト

26

特

定

財

源

0

0 0 0 0

1,073 1,421

0 0

0

8

2,808

0.20

1,089

181 60

3,200 3,485

0 0 0

総合戦略

市民交流の促進、児童の育成及び福祉の増進を図ることを目的に設置した西部市民交流センターを管理する。

R4年度実績 R5年度見込

令和５年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和４年度実績

３地域づくり

１　地域コミュニティの活性化

４　地域づくり推進体制の強化

4500

指標名 単位 R2年度実績 R3年度実績

基本施策

トータルコスト

平成３１年度 決算 令和２年度 決算 令和３年度 決算 令和４年度 決算 令和５年度 予算

4,289 4,558 2,734 2,309 2,666

0

1,441

0.15 0.20

0 0 0

Ａ

Ｃ

Ａ



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

0

事務事業名 福川南地区コミュニティセンター整備事業費

～ 令和4年度

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ - 100.0

担当所属 新）地域政策課

指

標
活動指標

手　段

-

100 -

目標値 ％

基

本

情

報

％ 0 19

0.00 0.00 0.00

11,800 53,000

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

0

事

業

概

要

対　象

市民

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

隣接の旧給食センター及び旧教職員住宅が解体され、新たな土地活用が始まる。

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

5,765 0

5,02857

正職員以外

14,857 63,028 0

0

0 19

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

0

正職員

（人）正職員以外
0.00

3,000 5,000

0 0 3,409

0 0 0

0

0

0

0.00

0.80

0.00

改

革

案 改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

バリアフリーとなり、利用者の利便性も高まった。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

廃止・休止

成果維持

コスト削減

令和４年度事業終了

環

境

変

化

等

福川南幼稚園、福川南児童館等が閉鎖されている。

福川南幼稚園、福川南児童館等が閉鎖されている。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み
評

価

総

合

評

価

未利用施設を増改築したものであり、効率の良い事業である。

９．類似事業との統合・代替の検討

Ｄ

効

率

性

Ａ

評価の理由

現状の周辺環境

公共施設の効果的な活用方法を検討した結果であり、妥当である。１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

進捗率 0

実績値

100.0

交通アクセスの向上　・平屋建てによるバリアフリー化　・旧福川南幼稚園のグラウンドと一体的に活用しコミュニティスペースを拡大

公共施設の有効活用。地域活動の活性化

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

0

0 0 0 0

0 3,409

0 0

0

0

0

0.00

0

0 0

0 0

0 0 0

該当 総合戦略

令和3年3月末で閉館した旧福川南児童館を地域づくりの拠点として再整備し、福川南地区コミュニティセンターを移転する。

R4年度実績 R5年度見込

令和５年度

事業期間 令和3年度分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和４年度実績

３地域づくり

１　地域コミュニティの活性化

４　地域づくり推進体制の強化

100

指標名 単位 R2年度実績 R3年度実績

基本施策

トータルコスト

平成３１年度 決算 令和２年度 決算 令和３年度 決算 令和４年度 決算 令和５年度 予算

0 0 18,266 68,793 0

0

5,765

0.00 0.48

0 0 0

Ａ

Ａ

Ａ


